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労働の対償であるべきだが

　本誌の読者諸氏の多くは各企業

の人事のプロの方々です。今回は

その方々から「何を言い出すの

か？」とお叱りを受けるような短

信となる予感が少しあります。

　ほぼすべての企業にある賃金規

定，これが今回のテーマです。

　労働基準法89条には，就業規

則に記載すべき絶対的記載事項と

して賃金には，①賃金の決定，②

計算及び支払の方法，③賃金の締

切り，④支払の時期，⑤昇給に関

する事項，という 5つの項目があ

ります。賃金規定は，この 5項目

を中心とする賃金に関する労働条

件に，端数処理や日割り計算など

の事務処理の仕組みから成り立ち

ます。就業規則とは独立した別規

定ですが，労働基準法の定義から

は就業規則の一部になっていま

す。

　雇用契約は「労働者が使用者に

使用されて労働し，使用者がこれ

に対して賃金を支払うことについ

て，労働者及び使用者が合意する

ことによって成立」（労働契約法

第 6条），賃金とは「賃金，給料，

手当，賞与その他名称を問わず，

労働の対償として使用者が労働者

に支払うすべてのものをいう」（労

働基準法第11条）。

　賃金は“労働の対償”。“使用者

に使用されて労働する”ことに対

して支払われるもの。単に“働い

たという行為の結果”に対して自

動的に支払われるものではありま

せん。賃金が支払われる前提は契

約の一方の当事者である使用者の

指揮命令下での労働でなければな

りません。

　しかしながら，多くの会社の賃

金規定や世上の賃金規定案，さら

には厚生労働省のモデルを見て

も，“使用者に使用されて労働す

る”とは具体的にはどういう行

動？ “労働の対償”と高く評価さ

れる場合は具体的にはどういう成

果？ などについての記載は見当

たりません。

　巷の賃金規定は，そんな七面倒

な議論はすっ飛ばしたうえで，“労

働の対償”を前提とし，絶対的記

載事項を網羅する。多くの賃金規

定のボリュームゾーンは，細かい

手当の定義や事務処理ルールのカ

バーという構成です。

 モデル規則に頼りすぎ

　労働の対償に関係の深い絶対的

記載事項の①賃金の決定 ⑤昇給

に関する事項 の典型は，“基本給

は，本人の職務内容，技能，勤務

成績，年齢等を考慮して各人別に

決定” “昇給は，勤務成績その他

が良好な労働者について…”（い

ずれも厚生労働省モデル就業規

則）程度にとどまります。

　その会社でどのように働けばよ

り高い賃金額が決定してもらえる

か？ とか，どんな成果を挙げれ

ばより高額の昇給を勝ち取ること

ができるか？ という重要な道標

は何もありません。なぜこの賃金

が支払われるのか？ という素朴

な疑問には何も答えてくれないの

が巷間の賃金規定です。

　「毎日何となく会社に行き何と

なく仕事をする」「上司からは特

段の指示命令もなく，ただ周囲に

合わせて働く」，そして「“成果”
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ではなく“会社の滞在”で賃金が

支払われる」。

　弊社PMPは，お客様企業に対

して「規定冒頭に，会社のビジョ

ンやミッションを示し，会社の価

値基準で賃金が決定するような文

言を」という提案をします。労働

法の諸先輩が長年築かれた厚生労

働省の規定サンプルからはかけ離

れた提案ですので，賛同企業は稀

にしかありません。その中で，何

とか多くの賃金規定に，“NO 

WORK　NO PAY”をKey Word

としては盛り込んでいます。

　多様な働き方，労働生産性の向

上，パーパス経営が盛んに議論さ

れ出した昨今，賃金規定を振り返

り，それぞれの会社の価値基準に

添う働き方を反映させる工夫も大

事なような気がします。

助成金申請のために改訂？

　そんな思いに冷や水をかけられ

る場面に最近遭遇しました。

　顧問先の賃金規定を何気なくレ

ビューしていた際に，最低賃金に

ついての特段の記載に気づきまし

た。そんなアドバイスをした覚え

もなく，厚生労働省のモデル就業

規則にも，そんな記載はありませ

ん。規定全体の流れからも不自然，

違和感を覚えました……。その会

社は，業務改善助成金を申請して

いました。“機械設備，コンサル

ティング導入や人材育成・教育訓

練等，生産性向上に資する設備投

資等を行うとともに，事業場内の

最低賃金を一定額以上引き上げた

場合，その設備投資などにかかっ

た費用の一部を助成する”もので

す。行政に提出する実績報告書に

は，事業場内最低賃金を含む就業

規則の写を添付するとされてお

り，行政官の助言に従って賃金規

定を改訂したという経緯のようで

す。

　実は厚生労働省の助成金の要件

に賃金規定の改定を求めるのは珍

しくありません。

　キャリアアップ助成金（賃金規

定等改定コース）は，有期雇用労

働者等の基本給を定める賃金規定

等に 3％以上の増額の記載とし，

その規定を適用した事業主に対し

て助成を行うものです。賃金規定

（基本給）第X項を追加，例えば

「202X年○月○日以降，基本給を

一律 3％引き上げる」という記載

が必要とされます。

　前述の業務改善助成金でも，賃

金規定に助成の対象となる事業場

の新たな事業場内最低賃金額を明

示するとともに，その適用開始日

を記載することが必要とされま

す。

　行政にとっては，賃金規定改定

を条件とすれば助成金事務処理は

簡単です。しかしながら本来であ

れば企業理念に沿って作成される

べき賃金規定に行政が割り込んで

くるのです。助成金が欲しければ

こちらの条件に従うべきというロ

ジックでしょうか？

　待ってください。雇用関連の助

成金は雇用二事業に属し，財源は

すべて雇用保険料の企業負担部分

のはず。国庫負担はゼロです。助

成金の金主はあなた方の企業で

す。その助成金の事務処理のため

に各企業の財産である賃金規定に

手を出すのはどうなのでしょう

か？

　本来，企業にとって最も自由で

あるべき“賃金のあり方”に，助

成金=行政の“支援”という名の

制約がかかることは健全なのでし

ょうか？

改めて見渡すと，この国では，

・ 就業規則や賃金規定には助成金

関連は厚生労働省の言う通りの

文言をそのまま挿入して，

・ 有価証券報告書は金融庁の言う

通りの記載を行い，

・ 各社のホームページなどで発信

する自社の人的資本についての

考え方は経済産業省の言う通り

の記載とする，

かの観があります。特に賃金規定

は，社員にとって最も重要な賃金

に関わる規程です。

　その意味では，今一度，自社の

賃金規定はどうあるべきかを改め

て考えてみませんか？　賃金は企

業にとってはコストではなく人的

資本財への投資のはずです。
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